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防災訓練の結果の概要（総合訓練） 

 
１．訓練の目的 

本訓練は、「泊発電所 原子力事業者防災業務計画 第２章 第７節 第１項 社内における訓練」に基づき

実施するものである。 

本訓練の目的は、以下の点に主眼を置き、原子力災害に対する災害対応能力の向上および習熟を図

るものである。 

（１）休日体制による発災時の対応を当番者、当直体制で実施し、対応能力の確認を行う。 

（２）緊急時対策所でのブリーフィングについて、今後の対応方針（戦略）、各部署への指示事項

等、対応方針全般の伝達を明確に行っていることの確認、および決定事項の現場作業者等へ

の伝達を行う。 

（３）ＥＡＬ第１報のＦＡＸ記載充実及び東京支社による着信確認時の説明を充実させる。 

（４）本店対策本部における情報共有の一層の向上（各機能班に対してもよりわかりやすいプラン

ト状況周知・説明、情報共有機器の運用向上、ホワイトボードの更なる活用等）を行う。 

 

また、訓練の形式は実対応に近い状況下での組織対応能力を確認するため、事故情報・事故対応に

携わる全ての発電所災害対策要員および本店対策本部要員に対しては、事故想定はブラインドとして

実施した。訓練評価は訓練参加者以外の評価者により実施し、訓練終了後、発電所と本店による訓練

の振り返りを実施した。 

 

２．実施日時および対象施設 

（１）実施日時 

ａ．総合訓練 

平成２９年 ８月２９日（火）１０：３０～１５：４０ 

  ＜気象条件＞（１３：００における発電所気象観測データ） 

   天候：曇り 気温：１９．２℃ 風速：５．７m/s 風向：ＷＮＷ  

（２）対象施設 

泊発電所 １、２、３号機 
 

３．実施体制、評価体制および参加人数 

（１）実施体制 
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（２）評価体制 

泊発電所は、訓練参加者以外の社員（所長以下、課長・副長クラス）８名と、社外組織（ＪＡＮＳ

Ｉ、グループ会社員（前泊発電所所長代理））２名が評価をする体制とした。また、今回の訓練にお

いて泊発電所長は参集できない想定とした上で、午後から評価員として評価を実施した。原子力施設

事態即応センター（以下、「即応センター」という。）においては、訓練参加者以外の社員３名が評

価をする体制とした。 

評価に当たっては、今回の訓練目的を踏まえた評価のほか、前回までの訓練で抽出された要改善事

項についての対応状況についても確認し評価を行った。その評価結果は、訓練事務局が取り纏め、要

改善事項として抽出した。 

 

（３）訓練参加人数 

〈合計〉    ２６２名 

〈内訳〉 

泊発電所（発電所災害対策要員） ： １３９名（評価者含まず） 

    本店即応ｾﾝﾀｰ（本店対策本部要員）： １２３名（評価者含まず） 

 

４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

今回の訓練では、中期計画に基づき、休日日中、自然災害を起因事象とする原子力災害の発生を想

定した。 

 

（１）プラント運転状況 

  １号機 ： 定期検査停止中（モード外） 

  ２号機 ： 定期検査停止中（モード外） 

  ３号機 ： 定格熱出力一定運転中（モード１） 

 

（２）シナリオ概要 

泊発電所１号機は新基準適用プラントで定期検査中（モード外）の想定。 

定期検査工程として、トレン隔離作業はなく、燃料輸送作業を実施中の想定。 

【午前】Ａ、Ｂ－非常用ディーゼル発電機（以下、「ＤＧ」という。）が、前日の大雨の影響等に

よる地下水の浸水を受けてＡ、Ｂ－ＤＧ補機での漏電が発生して使用不能となっているところ、

地震が発生し、起動変圧器と１・２号機予備変圧器に火災が発生。この火災により、原子力災害

対策特別措置法（以下、「原災法」という。）第１０条通報事象に進展。 

  また、変圧器火災の同時発生により外部電源が喪失し、全交流電源喪失に至るが、代替非常用

発電機の起動により非常用母線の電源は復旧。 

【午後】２度目の地震が発生し、使用済燃料ピット（以下、「ＳＦＰ」という。）水の漏洩が発生。

また、２度目の地震時には北海道日本海沿岸南部に津波警報が発令され、停泊している使用済燃

料輸送船の緊急離岸対応を実施。 

 

泊発電所２号機は新基準適用プラントで、定期検査中（モード外）の想定。 

定期検査工程として、Ａトレン隔離作業中で、燃料取り出し直後の想定。 

【午前】地震発生により、１号機との共用設備である１・２号機予備変圧器火災が発生するが、起

動変圧器により外部電源受電を継続。 

【午後】２度目の地震時に起動変圧器が故障し、外部電源が喪失。さらに、Ｂ－ＤＧが自動起動す

るものの直後に故障して全交流電源喪失となるが、代替非常用発電機が起動し、非常用母線の電

源が復旧。 

 その後、代替非常用発電機の故障により、再度全交流電源喪失となり、原災法第１５条報告事

象に進展。 

 

泊発電所３号機は新基準適用プラントで、定格熱出力一定運転中（モード１）の想定。 

【午前】地震発生によりＳＦＰのスロッシング等が発生するが、定格熱出力一定運転は継続。 

【午後】２度目の地震を起因とした一次冷却材の漏洩が発生し、漏洩量が拡大しプラントは自動ト

リップ。プラントトリップ時には、充てん系統に不具合が発生していたものの、その後の非常用
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炉心冷却設備や格納容器スプレイが必要となる状況において、高圧注入ポンプ、余熱除去ポンプ

および格納容器スプレイポンプが起動し、炉心注水および格納容器スプレイに成功。 

しかし、各ポンプの水源を燃料取替用水ピット（以下、「ＲＷＳピット」という。）から格納

容器再循環サンプに切替えた直後に格納容器再循環サンプが閉塞し、起動中の各ポンプの水源が

枯渇し、炉心注水および格納容器スプレイ流量がゼロとなり、原災法第１５条報告事象に進展。 

 

なお、発電所災害対策要員および本店対策本部要員に対しては、事象発生日時および訓練開始時の

プラント状態・気象条件を事前情報として付与し、事象の概要および事象進展についてはブラインド

として、訓練コントローラから条件付与を行った（条件付与数：午前４８、午後１０４）。 
 

 ５．防災訓練の項目 

  総合訓練 

 

６. 防災訓練の内容 

【泊発電所】 

（１）緊急時通報・連絡訓練 

（２）原子力災害対策本部設置訓練 

①参集訓練    

（３）環境放射線モニタリング訓練 

（４）退避誘導訓練 

（５）原子力災害医療訓練 

（６）シビアアクシデント対応訓練 

（７）緊急時対応訓練 

 ①初期消火訓練 

 ②可搬型大型送水ポンプ車によるＲＷＳピット給水訓練 

 ③可搬型代替電源車給電訓練 

 ④可搬型大型送水ポンプ車によるＳＦＰ給水訓練 

（８）資機材輸送・取扱訓練 
 

【本店（東京支社を含む）】 

（１）緊急時通報・連絡訓練 

（２）原子力災害対策本部設置訓練 

 ①本店対策本部設置訓練 

 ②ＥＲＣプラント班との情報共有訓練 

 ③広報活動訓練（プレス文作成、模擬記者会見の実施、ＥＲＣ広報班との情報共有） 

（３）緊急時対応訓練 

 ①オフサイトセンターとの連携訓練（情報連絡：オフサイトセンター活動は想定として情報付

与を実施） 

 ②後方支援拠点との連携訓練（情報連絡：後方支援拠点活動は想定として情報付与を実施） 

 ③原子力事業者間協力協定に基づく連携訓練（幹事会社への連絡） 

（４）原子力緊急事態支援組織対応訓練（原子力緊急事態支援組織への連絡訓練（情報連絡））
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７．前回訓練および国の原子力総合防災訓練で抽出された要改善事項への取り組み 

前回の総合訓練（平成２８年７月２７日実施）において抽出された主な要改善事項、および国の原

子力総合防災訓練（平成２８年１１月１３日、１４日実施）において抽出された要改善事項に対する

取り組み状況は以下の通り。 

表１．前回の総合訓練において抽出された主な要改善事項への取り組み （１／２） 

前回の総合訓練（平成２８年７月２７日実施）に 
おいて抽出された主な要改善事項 

取り組み状況 

副班長・班員席での騒音対策等【泊発電所】 
 本部席での喧騒度の低下等により、発電所対策本部

内の運用を円滑に行えたが、一方で本部席外の副班

長・班員席では、喧騒度が本部席より高かったため、

ルールの更なる浸透が必要である。本部席員以外への

ルールの周知徹底を図る。 
 合わせて、訓練参加者の心得を社内マニュアル化す

る際に、記載内容を整理する。 

 緊急時対策所全員がＰＨＳにイヤフォンマイク

を使用し、口を手で覆いながら会話することで、班

長－副班長間の連絡の喧騒度低下を図った。 

 また、喧騒度低下のルールについて、心得を社内

マニュアル化した。 

 今回の総合訓練では喧騒度に関する要改善提案

が出なかったこと、また社内外の評価者から喧騒に

よる支障はなく対策が有効との評価を受けたこと

から、喧騒度が低下し、改善が確認できた。【完了】

複数号機発災時の体制【泊発電所】 
複数号機発災については、同時に多くの事象を把

握・判断する体制が必要であると思われるが、１・２

号機の新規制基準対応を含め、継続検討していく。 

全号機が新規制基準適用プラントを想定した同

時発災シナリオとして、休日日中の当番体制で、訓

練を実施した。 

訓練実施結果は、３号機運転中、１・２号機が

定期検査中の想定で、全号機が同時に多くの事象が

発生する状況においても、限られた人数の当番体

制、その後、関係者が参集した後の体制でＥＲＣへ

の通報および本店対策本部との情報共有に支障を

与えなかったことから、訓練で想定した体制で対応

できることを確認した。【完了】 

ブリーフィングの改善【泊発電所】 
 緊急時対策所ブリーフィングについて、現在の状況

に関しては伝達されていたが、今後の対処方法（戦

略）、各部署への指示事項、優先事項の指定等、対応

方針全般の伝達が明確でなかったことから、当該情報

の説明等を行うことを心得に記載し、副班長・班員席

での騒音対策等と合わせて社内マニュアル化する。 

今後の対処方法（戦略）等をブリーフィングで

の伝達することを社内マニュアルに記載すること

で明確化を図った。 
 今回の総合訓練において、発電所対策本部内で

戦略等の伝達が明確に実施され、マニュアルに従っ

た対応ができていることを確認した。【完了】 

ＴＶ会議システム不通時の対応【泊発電所】 

 社内ＴＶ会議システムの音声が不通となる事象が

発生したため、ＴＶ会議システムの信頼性向上および

不通時の対応等を実施する。 

 音声不通となる原因を調査した結果、社内ＴＶ

会議システムと統合原子力防災ネットワークの音

声回路に問題があり、両音声が混信しないよう、回

路を変更した。また、ＴＶ会議システムの音声不通

を模擬した訓練を実施し、代替手段による音声会議

にて問題なく情報を伝達できることを確認した。

（平成２９年２月実施の社内訓練にて確認）【完了】

大画面の表示工夫【本店】 

大型マルチモニタの表示工夫等、今回配備した情報

共有機器について情報共有の観点で更なる効果的な

活用を図っていく。 

 本店対策本部要員への情報共有の向上として大

型マルチモニタには系統機能概略図やプラントデ

ータ（ＳＰＤＳ－Ｗｅｂ）に加えて各拠点（オフサ

イトセンター事業者ブース、後方支援拠点および電

力支援拠点）とのＴＶ会議の実施状況も表示した。

また、ホワイトボードには電源・１次系注水・補機

冷却といった機能毎に現状実施している戦略や終

了の見込み、また戦略が思いどおりに実施できなか

った場合のプラント状態予測を号機毎に記載する

とともに、更にプロジェクタでそれらの要点を表示

した。 

 今回の総合訓練で上記の情報共有を行なった結

果、要員がプラント状況の概況や現状・事象進展予

測をより正確に把握できたことを確認した。【完了】
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表１．前回の総合訓練において抽出された主な要改善事項への取り組み （２／２） 
前回の総合訓練（平成２８年７月２７日実施）に 

おいて抽出された要改善事項 
取り組み状況 

三者同時通話装置の発電所集中を回避【本店】 

 三者同時通話装置を使用した発電所対策本部への

問い合わせは主要時系列の確認等に限定するととも

に、ＥＲＣプラント班からの質問対応は三者同時通話

装置の使用者とは切り分けた運用としていく。 

 三者同時通話装置による発電所対策本部への問

い合わせ集中の回避として、ＥＲＣプラント班から

の質問は社内電話を利用する運用とし、三者同時通

話装置を用いた発電所対策本部への問い合わせは、

主要時系列の確認に限定する運用とし、これらを社

内文書に明確化した。上記運用で今回の総合訓練を

行なった結果、発電所作業の軽減が図られた。【完

了】 

初動時のプラント情報提供の向上【泊発電所･本店】 

通報ＦＡＸの記載内容について、プラント状況の記

載の充実に努める。 

 ＥＲＣ対応チームおよびＥＲＣプラント班に派遣

するリエゾンは、ＥＲＣプラント班にＥＡＬ第１報を

連絡・説明する際には、プラント概況も合わせて情報

提供していく。 

 通報ＦＡＸの記載内容については、記載すべき

項目（通報様式の「その他特定事象の把握に参考と

なる情報」欄に①運転状況、②プラント状態、③Ｅ

ＡＬ発生根拠、④該当ＥＡＬと判断時間を記載する

等）として記載内容を整理し、当番者ならびに事務

局員全員に周知教育を行った。 

 今回の総合訓練の結果では、周知教育した対応

が図れていることを確認した。【完了】  

 本店対策本部においては、初動は当番者４名を

想定して訓練を開始し、ＥＲＣコンタクトポイント

に着席した２名の要員で、ＥＲＣプラント班へＥＡ

Ｌ第１報をプラント概況も合わせて情報提供を実

施した。また、ＥＲＣプラント班に派遣したリエゾ

ンからも、ＥＡＬ第１報についてＥＡＬ番号を含め

て着信していることを確認した。【完了】 
資料の目的説明性の向上【本店】 
ＥＲＣ対応チームとリエゾンは、ＥＲＣプラント班

に説明資料を提供する際には、ＥＲＣプラント班へ当

該資料の目的を伝えた上で、資料に基づいた状況説明

及び進展予測を行っていく。 

 ＥＲＣ対応チームとＥＲＣリエゾンは、ＥＲＣ

プラント班に説明資料を提供する際は当該資料で

の説明目的を伝えた上で、状況説明を実施した。 
 なお、今回の訓練においてＥＲＣリエゾンの役

割分担を明確化（資料入手・配布者と説明者を分割）

し、説明者はプラント班席に着席するなどにより、

ＥＲＣプラント班との対応要員と連携してタイム

リーにプラント状況に応じた資料提供とプラント

状況・進展予測の説明を実施できた。【完了】 
消火活動でのハンドマイク利用【泊発電所】 
 火災現場では、ＳＦＰポンプが運転中でポンプの騒

音により、指揮者と消火要員、または消火要員同士の

やりとりが聞きづらい状況が見受けられた。騒音環境

下での消火活動に備えたハンドマイク等を使用する

対応を検討する。 

 今回の総合訓練では、ハンドマイクを使用する

ことで、改善効果があるか確認した。 
 使用結果としては、今回の総合訓練における現

場の状況では意思の伝達は手信号等でも可能であ

り、必要ないとの結論を得た。 
 ただし、コミュニケーション手段の多様化を図

るため、現場の状況に応じて使用することも考慮

し、ハンドマイクは準備することとした。【完了】
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表２．国の原子力総合防災訓練において抽出された要改善事項への取り組み（１／２） 

国の原子力総合防災訓練（平成２８年１１月１３、

１４日実施）において抽出された要改善事項 
取り組み状況 

【事故拡大防止訓練】 

ブリーフィングやタイムラインに沿った各種会議

用のフォーマットを準備することで情報共有等の質

をより向上させることの検討が必要である。報告の質

のバラツキを防ぐとともに、フォーマット自体が緊急

事態対応計画の取りまとめ報（ＩＡＰ：Incident 

Action Plan）になるよう検討する必要がある。【本

店・泊発電所】 

泊発電所では、発電所対策本部のホワイトボー

ド上部に炉心損傷予測時間等を掲示し、情報共有

に必要な情報を見やすくする改善を行った。本件

については、訓練を通して引き続き必要な改善を

行っていく。【継続】 

〔１０．（１）情報共有の質の向上 参照〕 

本店対策本部では、適時的確な情報共有とする

ため、プラント状況（現況・戦略・見通し）や「全

体系統図」、「電源系統図」、「ＤＢ／ＳＡ機器

状況整理表」等の様式を整備するとともに、大型

マルチモニタ、プロジェクタ、ホワイトボード、

チャットの活用方策を整理して訓練を行った。こ

れらの様式等を有効に活用することで情報共有の

質の向上に寄与できた。【完了】 

【事故拡大防止訓練】 

発生事象に対する対応方針（戦略）、目標設定等に

ついて、ブリーフィングにて発電所対策本部のみで周

知されているが、現場作業員等への周知が不足してい

る。発電所対策本部にて決定した重要事項について

は、発電所対策本部内のみならず現場作業員等へ周知

する仕組みを社内マニュアル等に規定し、訓練時に実

践していくよう改善を図ることが必要である。【泊発

電所】 

発生事象に対する対応方針（戦略）、目標設定

等について、各副班長経由で現場に伝達すること

を社内マニュアルに規定した。 

 各副班長から現場作業者に対して、発電所対策

本部にて決定した重要事項を周知・伝達していた

ことを、訓練実施後に現場作業者が記録したメモ

を確認することで、マニュアルに従った対応がで

きていたことを確認した。 

 しかし、一部の機能班では、伝達不足があった

ことから、各副班長に対する情報提供方法につい

て、有効な手段を検討する。【継続】 

〔９．（２）緊急時対策所でのブリーフィング 参照〕

【事故拡大防止訓練】 

本店対策本部に配置しているホワイトボードは、機

能班ごとに記載度合いに差があり、より有効にホワイ

トボードを活用できるよう、ホワイトボードに記載す

べき事項を各機能班で整理・周知するなど、更なる有

効活用が必要である。【本店】 

 ホワイトボードの有効活用として、以下事項を

予め整理して周知したことで、有効な活用とする

ことが確認できた。 

【原子力班への周知】 

・ホワイトボードに電源・１次系注水・補機冷却と

いった機能毎に現状実施している戦略や終了の

見込みの記載。 

・戦略が思いどおりに実施できなかった場合のプラ

ント状態予測を号機毎に記載。 

【各機能班への周知】 

・ホワイトボードの更なる記載事項の整理・記載の

充実を周知。【完了】 

【事故拡大防止訓練】 

本店対策本部内におけるプラント状況の周知・説明

は的確であったが、略語や専門用語を多用しており、

原子力部門以外の対応者へも、よりわかりやすい情報

発信を行うよう配慮が必要である。このため、略語や

専門用語を極力使用しないよう周知するとともに、訓

練終了後にその使用状況を確認していくよう改善を

図ることが望ましい。【本店】 

本店対策本部におけるブリーフィング等でプラ

ント状況を説明する際には、略語・専門用語の使

用を控えるよう訓練前に周知した。また、原子力

班以外の要員向けに略語集や全体系統図を表示し

たパウチシートを、本部席や各機能班席に配備し

た。 

訓練中は、説明者は略語・専門用語に適宜解説

を加えるなど、原子力班以外の要員にわかりやす

い説明を行うことができた。【完了】 
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表２．国の原子力総合防災訓練において抽出された要改善事項への取り組み（２／２） 
国の原子力総合防災訓練（平成２８年１１月１３、

１４日実施）において抽出された要改善事項 
取り組み状況 

【事故拡大防止訓練】 

外部機関への通報連絡において、通報文に記載のプ

ラント状態に一部誤記があったこと及びＦＡＸの送

信不良が発生したことから、ＦＡＸ送信前のチェック

機能の強化及びＦＡＸ送信エラー原因の調査を行う

など、再発防止が必要である。【泊発電所】 

今回の総合訓練ではＦＡＸ送信前に泊発電所副

本部長の確認を得て送付することで、正しく記載

し送信できたことを確認した。 

また、ＦＡＸの送信不良については、通信不良

が発生した場合の代替手段に関するルールを定

め、実施した。 

訓練の結果、訓練者は社内ルールに則り適切な

通報連絡ルートを選択し、外部機関に通報を行え

ていた。【完了】 

〔９．（３）ＥＡＬ第１報のＦＡＸ記載および東

京支社による着信確認の説明の充実 参照〕 

【事故拡大防止訓練】 

本店に新規設置した大型マルチモニタ等について

は、本店対策本部でブリーフィングを行っている時に

は、各機能班からの報告等に合わせた画面を設定して

いたが、それ以外では画面選択の度合いが少なく、プ

ラント状況が突変する場合等にトレンドを全画面で

表示するなど、プラント状況に応じた画面選択や視認

性の向上が必要である。【本店】 

大型マルチモニタ等の有効活用による本店対策

本部要員への情報共有の向上として、以下の活用

を訓練で実施し、有効であることを確認した。 

大型マルチモニタには系統機能概略図やプラン

トデータ（ＳＰＤＳ－Ｗｅｂ）等に加えて各拠点

（オフサイトセンター事業者ブース、後方支援拠

点および電力支援拠点）とのＴＶ会議状況も表示

して有効活用を図った。 

また、適時的確な情報共有とするため、プラン

ト状況（現況・戦略・見通し）や「全体系統図」、

「電源系統図」、「ＤＢ／ＳＡ機器状況整理表」

等の様式を整備し、必要時にこれらをプロジェク

タ投影して有効活用を図った。【完了】 

【発電所敷地周辺緊急時モニタリング訓練】 

緊急時モニタリング実施に必要な資機材の搬出時

において、強風等悪天候時に搬出用扉に挟まれる危険

性があるため、緊急時モニタリング実施に必要な資機

材を配備場所から搬出する扉について、強風時の挟ま

り事故防止対策を検討する必要がある。【泊発電所】

 緊急時対策所（待機所）から必要なモニタリン

グ資機材を屋外に運搬する際には、建屋の扉をドア

ストッパーで固定する対策を実施した。 

（平成２８年１１月より実施）【完了】 

【原子力発電所構内作業者等の避難誘導訓練】 

発電所構外への退避誘導においては、退避対象者か

らの質問や喧騒により説明内容が一部聞き取れない

状況が考えられるため、今後の訓練では退避誘導者へ

質問をさせるなどの状況付与について改善を図るこ

とが望ましい。【泊発電所】 

 見学者役の中に予め質問等を渡しておき、避難

誘導者に対して質問をする、または退避誘導者に

従わないなど擬似的にトラブルを起こす行動をと

らせて、避難誘導者の対応を確認した。 

 訓練の結果、退避誘導者が落ち着いて説明、誘

導し、適切な対応が取られていることを確認した。

【完了】 

〔８．（４）退避誘導訓練 ＜評価＞ 参照〕 

【原子力事業者支援連携訓練】 

 全交流動力電源喪失状態を模擬した暗所等、実際の

災害現場により近い環境下で訓練を行えるよう原子

力緊急事態支援組織と事前の調整を行い、対応能力の

向上を図っていく必要がある。【泊発電所】 

原子力緊急事態支援組織と調整し、全交流電源

喪失状態を模擬して、暗所を想定した環境下での

ロボット操作訓練を実施した。 

（平成２９年８月２日、３日に要素訓練で実施） 
【完了】 
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８．訓練結果の概要 

  各訓練結果と訓練別評価結果は以下の通り。  

（１）緊急時通報・連絡訓練 

【泊発電所・本店】 

・原子力災害対策本部設置訓練に合わせ、事象の進展による警戒事象（ＡＬ）発生連絡（続報を含

む）、原災法第１０条事象（ＳＥ）通報および原災法第１５条事象（ＧＥ）通報を実施した。（全

部で２３報） 

・ＦＡＸ送信および着信確認は原子力規制庁（ＥＲＣ）および即応センターに対して実施した。 

・ＧＥ第１報発信時に、緊急時対策所から社外への通信が不能となる事態を想定し、本店を経由し

て送信した。 

 
＜評価＞ 

・連絡・通報については、午前中の当番者体制時に、事象の発生判断よりＡＬ第１報発信（ＡＬ５

３）が１４分、ＳＥ第１報発信（ＳＥ５３）が１４分であった。 

・また、ＧＥ第１報発信（ＧＥ２１）が、社外への通信が困難な状況において、代替通信手段を用

いて１１分で実施できた。 

・午前中の当番体制時、副原子力防災管理者は通報文の連番を管理するリストを作成し、抜けがな

いように確認していた。 

・午後の訓練時間帯は、所内ルールに則り、連絡・通報内容の確認を事務局長、副本部長に依頼し

最終的な誤記や事象の整合性を確認していた。 

・当番体制時の通報および通信が困難な状況での代替通信手段を用いた通報について、要員の的確

な対応を確認できた。 

 

（２）原子力災害対策本部設置訓練 

【泊発電所】 

・泊発電所対策本部構成員は、副原子力防災管理者の指示により緊急時対策所へ集合し、災害対策

本部を設置するとともに、本部設置後、情報共有に必要なＴＶ会議システム、チャットシステム

等の立ち上げ、通信連絡設備の状態確認を行った。 

・その後、事象の進展に合わせ、プラントの状況確認・把握、必要な指示命令、および報告等の対

応を行うとともに、それらの情報について情報機器（Ｉ－ホワイトボード、ＰＣ、ＳＰＤＳ－Ｗ

ｅｂ等）を使用して共有化するための対応を行った。 
 

＜今回の訓練における新たな試み＞ 

・訓練実施体制を午前と午後に分け、午前中は当番者（副原子力防災管理者、連絡担当者２名、号

機責任者３名の合計６名）、休日出勤者（燃料輸送作業等）、および事象発生から約３０分後に発

電所近傍居住地域からの参集者が緊急時対策所に到着・合流した想定としたほか、午後は発電所

長（原子力防災管理者者）が参集できない想定として、代行者である副原子力防災管理者が発電

所対策本部長として発電所の原子力災害対策活動を統括するシナリオとした。 

・午前中の当番体制は、全号機再稼働後の当番体制を想定し、円滑な事故対応が行えることを確認

した。 

・午後からの緊急時対策所でのブリーフィング内容について、副班長から現場の作業員役に対し今

後の対応方針（戦略）、各機能班への指示事項等、対応方針全般の伝達を行い、現場の作業員役

は伝達事項を書き取り、訓練終了後に正確な内容の伝達が行われたことを確認した。 

 

＜前回からの継続運用＞ 

・シナリオ検討において、各機能班の副班長クラスを訓練コントローラとして選出した（コントロ

ーラ１８名、コントローラ総括者１名）。 

・コントローラは、発電所対策本部内で各機能班の対応策を常に考えさせ、かつ判断時に今後の戦

略等を議論させるシナリオの検討を行なった。 

・チャットシステムによる本店対策本部－発電所対策本部間の情報共有機能の強化。 

・チャットシステム内の主要時系列、ＥＡＬ判断根拠、事故収束戦略、事象進展予測を１本化した

情報欄（チャットの時系列３連表）への正確な入力を行うため、入力者および情報整理員を１名
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ずつ２名配置した。 

・三者同時通話装置を用いた本店対策本部１名とのカウンターパートを発電所対策本部に２名配置

し、泊発電所で入力する時系列３連チャットの情報の確認、補足を行うことで、ＥＲＣプラント

班への情報共有、本店対策本部内への情報共有の精度向上を図った。 

・本店対策本部におけるＥＲＣコンタクトポイントとのカウンターパートを発電所対策本部に技術

班対応者１名、機械および電気工作班対応者１名、運転班対応者１名の計３名を配置し、それぞ

れの役割に応じて本店対策本部－発電所対策本部間における情報共有およびＥＲＣ対応能力の

向上を図った。 

・ＥＡＬが発生した都度、およびプラントに大きな進展（重要な局面）がありブリーフィングを開

催する必要が生じた場合等に発電所対策本部－本店対策本部間で連絡を取り合う要員を、１名ず

つ配置し、共有すべき情報をより適切な時期に共有できるよう改善を図った。 

 

＜評価＞ 

・午前中は当番体制および休日出勤者等の限られた人数の中で、業務分担に従って的確に行動して

いた。 

・午前中、ＴＶ会議システム接続後、本店対策本部原子力班長補佐が本店対策本部内の要員に対し

て情報共有を行っている場面があった。そのような場面では、緊急時対策所の報告者は、本店対

策本部が持っている情報が発電所から伝えた情報と不整合がないか、また、本店対策本部が状況

を正しく認識しているかについて確認する必要がある。 

〔１０．（２）緊急時対策所－本店の情報共有内容をモニターするアクション 参照〕 

・共用設備の故障により複数ユニットに波及的影響を与える可能性があるといった情報が発電所対

策本部内で共有されていたかがあいまいであった。発電所対策本部内でより認識できるように、

図面等を活用して情報共有するべきであった。 

〔１０．（３）ユニット間共用設備の図面情報活用 参照〕 

・緊急時対策所内のホワイトボードのコピーは、本部席内のみで情報周知されていた。副班長への

確実な情報伝達のツールとして、コピーを副班長席側にも配布するなど、考慮が必要である。ま

た、緊急時対策所内で共有が必要な書類が、一部配布されていなかった。緊急時対策所内の紙面

配布物の配布先等について、社内マニュアル等への反映の検討が必要である。 

 〔１０．（４）緊急時対策所内の紙面配布物の配布先等 参照〕 

・本店対策本部とのブリーフィングは、事象が深刻化する局面、逆に改善される局面では、発電所

対策本部－本店対策本部間で開催するタイミングを今よりもさらに精度よく見極めて実施する

必要がある。 

〔１０．（５）ブリーフィングのタイミング向上 参照〕 

・機器の故障等の事態の内容について、調査中又は確認中とする事項の報告はあったものの、いつ

までに何をどうするといった具体的な時期および状態等を示したものは少なかった。 

〔１０．（６）機器の故障等の事態の内容説明の充実 参照〕 

・発電所対策本部長および発電所対策本部副本部長がお互いの情報共有を図っていたが、長期化対

応を考慮し、もう少し緊密なコミュニケーションを図る必要がある。 

〔１０．（７）対策本部長－副本部長間の情報共有 参照〕 

 

①参集訓練 

・休日日中の当番体制時にトラブルが発生することを想定し、総合管理事務所から緊急時対策所ま

での移動を実施した。 

・休日日中の発電所近傍居住地域からの参集は模擬とした。 

 

＜評価＞ 

・トラブル対策室において、事象を確認するとともに、直ちにＡＬ事象への進展を予測し、緊急時

対策所への移動を指示したことにより、緊急時対策所への移動は迅速に行われた。 

・所内ページングからの参集完了時間は、警戒事象に達することを予測し、当番者のいる総合管理

事務所から緊急時対策所への移動を開始してから本部が立ち上がるまでの(10:49)時間は約８分

でできた。さらに、参集完了後のＡＬ連絡まで１４分で実施できたことも合わせて、良好な結果

であった。 
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【本店】 

①本店対策本部設置訓練 

・休日日中の発災を想定し、事象発生から約４０分間は当番者のみで情報共有機器の接続や初動対

応を実施した。 

・新たに準備した本店対策本部対応チェックシートや、情報共有のための様式を使用するとともに

大型マルチモニタに系統機能概略図やＳＰＤＳ－Ｗｅｂを表示した。また、ホワイトボードには

電源・１次系注水・補機冷却といった機能毎に実施している戦略や終了見込み、戦略が思いどお

りに実施できなかった場合のプラント状態予測を号機毎に記載しプロジェクタでそれらの要点

を表示することで情報共有を行った。 

・本店対策本部では、オフサイトセンターの非常用電源のための燃料供給等、北海道など外部から

の支援要請を想定した訓練を実施した。 

 

＜評価＞ 

・休日日中の発生を想定し、初動は当番者４名を想定した要員のうち２名は、発電所とのＴＶ会議

から発信されるプラント情報の整理、通報ＦＡＸの受信・配布、ホワイトボードへの記録を行い

つつ後続参集する要員への適宜情報提供を実施した。残りの２名は、ＥＲＣプラント班への説明

要員として、プラント概況も合わせてＥＡＬ第１報をＥＲＣプラント班へ情報提供を行うことが

でき、初動体制として設定した当番者数は有効であることを確認した。 

・本店対策本部内の要員に対する情報共有として、予め整備した図面等を活用した大型マルチモニ

タやプロジェクタ投影等を行った結果、前回訓練と比較して情報の確認がより正確に把握でき、

今回の活用法が有効であることを確認した。 

・ＥＡＬの発信状況については、ホワイトボードへの記載がなされていたが、時系列整理としてい

たため１～３号機が混在した記載となっていた。複数号機発災時の視認性向上も考慮した更なる

改善の必要性を確認した。 

 〔１０．（１０）ＥＡＬ発信状況の把握の更なる改善 参照〕 

・自治体など外部からの支援要請に対しては口頭報告が適時行われていたが、進行状況を視覚的に

も分かりやすい情報共有が必要であることを確認した。 

 〔１０．（１１）自治体など外部支援要請事項の対応状況把握の改善 参照〕 

 

②ＥＲＣプラント班との情報共有訓練 

・ＥＲＣプラント班への情報提供は、本店対策本部で確認・補足した主要時系列情報に従い、ＥＲ

Ｃコンタクトポイントから統合原子力防災ネットワークＴＶ会議により情報提供を行うととも

に、概略系統図等の画像情報を提供して説明を行った。 

・またＳＰＤＳ－Ｗｅｂを統合原子力防災ネットワークＴＶ会議の大画面モニタにも伝送し、ＥＲ

Ｃプラント班に対して画面を共有しながらリアルタイムにプラント状況の説明を行った。 

・ＥＲＣリエゾンは従来２名体制として、ＥＲＣプラント班への補足説明と資料配布等を行なって

いたが、今回はＥＲＣプラント班との情報共有の強化を図ることを目的に補足説明者を専任とし、

要員１名を増員して訓練を行った。 

 

＜評価＞ 

・ＳＰＤＳ－Ｗｅｂでのプラントデータ情報共有は、ＥＲＣコンタクトポイントおよびＥＲＣプラ

ント班がそれぞれの端末モニタで確認しているが、今回の訓練においては統合原子力防災ネット

ワークＴＶ会議の大画面モニタにも伝送し、マウスポインタを使って着目点を共有するなど、双

方同じ画面情報を共有することでプラント状況説明上、有益であることを確認した。 

・ＥＲＣプラント班との対応要員は、プラント状況説明者、ＤＢ／ＳＡ状況整理表説明者、概略系

統図、フロー説明者等の役割分担を予め明確にしたうえで説明を実施した結果、特定の要員に過

度な負荷がかかることがなく、本店対策本部内のコミュニケーションも良好であり、またＥＲＣ

プラント班への情報提供もスムーズに行えることを確認した。 

・今回の訓練における新たな試みとして、ＥＲＣリエゾンを１名増員し、ＥＲＣプラント班席に着

座させていただいたことで、ＥＲＣコンタクトポイントからの説明に対する補足や図面等の情報

提供を積極的に実施することができ、ＥＲＣプラント班とのコミュニケーションにおいて有効で

あることを確認した。 



11 
 

・統合原子力防災ネットワークＴＶ会議が不通となった際に、代替通信手段の確保に時間を要する

状況が確認されたため、確実かつ迅速な対応となるよう更なる改善の必要性を確認した。 

 〔１０．（１２）ＥＲＣプラント班との情報通信機器利用の更なる習熟 参照〕 

 

③広報活動訓練（プレス文作成、模擬記者会見の実施、ＥＲＣ広報班との情報共有） 

・本店対策本部で確認・補足した主要時系列情報をもとにプレス資料を作成した。 

・社外への情報公開、社内への情報共有として、ホームページ等にプレス資料を掲載した。（社外：

訓練用ホームページ、社内：社内イントラネット） 

・社外プレーヤである報道関係者および他電力広報担当者が参加した模擬記者会見を実施した。 

・ＥＲＣリエゾンを通じてＥＲＣ広報班にプレス資料の提供と内容確認および模擬記者会見実施時

間の連絡を実施した。 

 

＜評価＞ 

・模擬記者会見は、今までの社内模擬記者に加えて、報道関係者および他電力広報担当者に参加頂

いたことにより、より実践的な質疑応答を行うことができた。また、模擬記者からの質問に対し

ては、的確な対応を行うことができた。 

 

（３）環境放射線モニタリング訓練 

・原災法第１０条事象の発生を想定し、緊急時対策所近傍に可搬型モニタリングポストおよび可搬

型気象観測設備それぞれ１台設置し、さらに海側にも可搬型モニタリングポストを３箇所設置し

た。 

・放射能観測車による空間線量率測定および空気中放射性物質測定の訓練を実施した。 

 

＜評価＞ 

・放管班長からの指示を受け、放射線防護具の装着、放射能観測車の準備、可搬型モニタリングポ

ストおよび可搬型気象観測設備の運搬、起動が適切に行えることを確認した。 

・防護装備を装着から全ての作業の終了までの目標時間９０分に対し７５分で作業を終了しており、

目標を達成することができた。 

・それぞれの放管班員は、運搬等については安全に留意しながら実施されていた。 

・全体を通して、訓練者の可搬型モニタリングポスト等の取扱に対する力量があることを確認した。 

 

（４）退避誘導訓練 

・原子力応急事態体制の発令および発電所対策本部の指示を受け、見学者を指示された退避場所で

ある構外の当社施設（ＰＲセンター）まで誘導した。 

・見学者については、社員にて模擬した。 

・見学者役の中に予め質問等を渡しておき、退避誘導者に対して質問をする、または退避誘導者に

従わないなどの行動を入れ、対応を確認した。 

・誘導時に急病人(社員が模擬）を発生させて、退避誘導と傷病者対応を同時並行で実施した。 

 

＜評価＞ 

・プラント状況、退避手順等の質問や、退避誘導者に従わないなどの行動に対し、退避誘導者は丁

寧な説明を行う等、適切な対応が取られていることを確認した。 

・退避者の氏名を速やかに確認し、構外の当社施設へ確実に退避誘導することができた。 

・全体を通して、訓練者の力量があることを確認した。 

 

（５）原子力災害医療訓練 

・午前は３号機非管理区域にて見学者の急病人発生、午後は３号機管理区域にて作業者が熱中症と

汚染を伴う負傷をそれぞれ想定し、合計２回実施した。 

・事務系当番者が通報等の災害対応を行っている最中に、退避中の見学者の中で急病人が発生する

想定として、保健師の呼び出し、消防への連絡、さらに退避中の見学者の管理といった対応を行

うことで、同時多発的な負荷の中での対応が可能かを確認した。なお、消防への連絡はコントロ

ーラに実施する形式で模擬とした。 



12 
 

・管理区域内で作業者が熱中症となり、転倒した際に創傷を負い、傷口汚染があるという想定での

訓練を実施した。さらに、当該傷病者発生を社外への通信が困難になるシナリオの時間帯に重ね

て、消防への連絡ができない状態での対応を検討させた。 

 

＜評価＞ 

・午前中、事務系当番者は、通報等の災害対応を行いながら、保健師への連絡、消防への救急車要

請、その他関係箇所への傷病者発生連絡および状況報告を実施できていた。 

・午前中の急病人対応について、救急車が到着するまでの間、現場で対応に当たる保健師は、毛布

をかける、常に声をかけるといった配慮がなされていた。 

・午後の訓練では、社外への通信が困難であることを把握し、構内の車両を用いて、汚染拡大防止

のための車内の養生、および構外への搬送を実施できていた。 

・午後の訓練の傷病者発生箇所は、階段により担架が使えない箇所であったが、搬送者の組み手に

よる搬送やストレッチャーを利用した搬送など、臨機応変な対応を行えた。 

 

（６）シビアアクシデント対応訓練 

・事故事象が進展し、シビアアクシデントに至った場合でも適切な対応ができるよう、必要な資料

の準備、プラント状況の把握、事象進展予測等を実施した。 

 

＜評価＞ 

・技術班長は、プラントの発災状況に応じて、事象進展予測等の必要な状況報告および適切な対策

案の立案を行うことができていた。 

・技術班員は、炉心損傷後の対応操作を実施した場合の負の影響、正の効果の検討にあたっては、

各種資料、チャット等を活用し、所定の様式にて技術班長に報告できていた。 

・泊発電所対策本部内のホワイトボード上部に炉心損傷予測時間等を掲示することにより、技術班

員が報告した当該情報を本部席員が常に共有できるよう、工夫していた。 

 

（７）緊急時対応訓練 

【泊発電所】 

①初期消火訓練 

・１・２号機予備変圧器、および１号機起動変圧器で火災が発生し、消火栓が使用不能の想定とし

て防火水槽から水槽付消防ポンプ自動車及び化学消防自動車で放水を実施した。 

・訓練は、火災発生の連絡を受け、現場指揮者、初期消火要員が１・２号機出入監視室に向かい、

防火服等を装着後、火災現場に向かい火災の状況確認を行うとともに、消火活動を実施した。 

・公設消防への連絡は想定とした。 

 

＜評価＞ 

・水槽付消防ポンプ自動車は防火水槽横に駐車し、防火水槽から水を汲み上げ放水車に給水しよう

としたが予定よりも遅れたものの、消火訓練終了間際には稼働できた。 

・給水が遅れた要因については、水槽付消防ポンプ自動車側面にある給水口バルブが微開で空気を

吸い込んだため給水が充分に確保できなかったものと推定している。給水に遅れが生じないよう、

対策を講じる必要がある。 

〔１０．（８）確実な水槽付消防ポンプ自動車への給水 参照〕 

 

②可搬型大型送水ポンプ車によるＲＷＳピット給水訓練 

・３号機の炉心注水、格納容器スプレイにより水位が低下したＲＷＳピットへの補給を想定し、可

搬型大型送水ポンプ車を用いた給水訓練を実施した。 

・訓練は可搬型大型送水ポンプ車およびホース延長・回収車の保管場所への移動、ホース敷設・接

続までを実施し、可搬型大型送水ポンプ車起動以降は模擬とした。 

 

＜評価＞ 

・３号機発電課長（当直）から代替給水の指示を受ける際に、指示を受けたチーム長が指示の内容

を具体的に給水長に伝達し、給水長は確実な復唱を行っていた。 
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・作業開始指示からホース敷設終了までの完了時間は、目標時間２時間４０分に対して５９分で

あり、目標を達成することができた。 
・作業開始前の危険予知活動を確実に実施していた。 
  

③可搬型代替電源車給電訓練 

・２号機で全交流電源喪失が発生したことを想定し、可搬型代替電源車による給電訓練を行った。 

・訓練は可搬型代替電源車までの移動、電源車接続場所への車両移動、接地線および高圧端末ケー

ブルの敷設・接続、可搬型代替電源車の起動操作を実施した。起動後の遮断機接続は模擬とした。 

 

＜評価＞ 

・チーム長を中心に、作業に応じた役割分担が明確で、作業担当間の連携も声かけにより注意を促

すといった対応をとっており、チーム内の統制が良く取れていた。電源車接続場所の準備要員と

電源車移動要員に分かれ、的確に対応をしていた。 

・可搬型代替電源車の起動前に電源車から高圧端末ケーブルを外し、電圧の印加による感電防止を

図る等、安全配慮が確実に行われていた。 

 

④可搬型大型送水ポンプ車によるＳＦＰ給水訓練 

・１号機ＳＦＰの水位低下を受けて、給水手段を確保することを想定して、可搬型大型送水ポンプ

車によるＳＦＰへの給水訓練を実施した。 

・訓練は可搬型大型送水ポンプ車およびホース延長・回収車の保管場所への移動、ホース敷設・接

続までを実施し、ポンプ車起動以降は模擬とした。 

 

＜評価＞ 

・チーム長を中心に、１号機当直課長からの指示の連絡および給水長への伝達を復唱しながら実施

し、給水長と現場員間でもダブルチェックを実施する等、確実な操作を行うために的確な対応を

していた。 

・作業前の危険予知活動が確実に行われており、高い安全意識を持って訓練に取組んでいた。 

 

【本店】 

①オフサイトセンターとの連携訓練（情報連絡：オフサイトセンター活動は想定として情報付与を

実施） 

・オフサイトセンターの事業者ブースに要員を実働派遣し、オフサイトセンター事業者ブースの社

内ＴＶ会議を用いて本店対策本部へ現地事故対策連絡会議での決定事項などの情報連絡を実施

した。（オフサイトセンター各機能班の活動は想定） 

・本店対策本部で通報連絡文およびプレス文等を電子化し、社内イントラネットに掲載した情報を、

オフサイトセンター事業者ブースにおいて社内イントラネットで確認した。 

 

＜評価＞ 

・オフサイトセンター事業者ブースに配備した社内ＴＶ会議、社内パソコン等の起動操作が支障な

く派遣要員で対応できること、これら情報通信機器を使用した情報連絡が支障なく実施でき、ま

た、オフサイトセンター事業者ブースにおいても電子化された通報連絡文およびプレス文等を確

認できた。 

 

②後方支援拠点との連携訓練（情報連絡：後方支援拠点活動は想定として実施） 

・情報連絡要員は、後方支援拠点への到着・運用開始等の連絡について実働で行い、本店対策本部

への連絡を実施した。 

・後方支援拠点への資機材の輸送など、後方支援拠点の設営については想定とし、放射線管理資機

材等の後方支援拠点到着などを模擬して後方支援拠点と本店対策本部の情報連携を実施した。 

・本店対策本部で通報連絡文およびプレス文等を電子化し、社内イントラネットに掲載した情報を、

後方支援拠点において社内イントラネットで確認した。 
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＜評価＞ 

・本店対策本部と後方支援拠点（倶知安町）との情報連絡を問題なく実施できることを確認した。 

 

③原子力事業者間協力協定に基づく連携訓練（幹事会社への連絡） 

・原子力事業者間協力協定に基づき、泊発電所が発災した場合の幹事会社（日本原燃）に対して、

警戒事象時の情報連絡および原災法第１０条事象通報に伴う協力要請を実施した。 

・本店対策本部と電力支援拠点での情報連絡を実施した。 

 

＜評価＞ 

・原子力事業者間協力協定に基づく幹事会社との連携が問題なく実施でき、また、本店対策本部と

電力支援拠点（江別市）との情報連絡が問題なく実施できることを確認した。 

 

（８）原子力緊急事態支援組織対応訓練（情報連絡） 

【本店】 

・原災法第１０条事象通報時における原子力緊急事態支援組織への情報連絡を実施した。 

＜評価＞ 

・原子力緊急事態支援組織への原災法第１０条事象通報時の連絡の実施を、本店対策本部で確認の

上すみやかに実施できることを確認した。 

 

 

（９）資機材輸送・取扱訓練 

・関係地方公共団体への防災資機材（可搬型モニタリングポスト）貸与を想定し、可搬型モニタリ

ングポスト４台を搬入車両へ搬入し、放管班から業務支援班へ受け渡しする訓練を実施した。 

 

＜評価＞ 

・前回と同様、放管班から業務支援班へのスムーズな受け渡しを行うことができた。 

 

９．訓練の評価 

  「１．訓練の目的」で示した訓練目的に対する評価結果は以下の通り。 

【本店・泊発電所】 

（１）休日体制による発災時の対応 

泊発電所においては１～３号機全てが再稼働後を想定した当番体制として訓練を実施した結

果、防災対応上大きな支障となることはなく、休日体制による発災時の対応が可能であることを

確認した。 

また、休日体制による参集において、キーパーソンである発電所長（原子力防災管理者）が参

集できないケースを想定したが、代行した副原子力防災管理者は発電所対策本部確立、体制の発

令、外部への事故情報等の伝達を問題なくできることを確認した。 

本店においては、休日当番者として想定した４名の体制で、社内ＴＶ会議や統合原子力防災ネ

ットワークＴＶ会議の立ち上げ、ＥＡＬ第１報のＥＲＣへの説明などの初動対応を行い、泊発電

所からの事故情報の収集や外部への情報提供およびその後、段階的に参集する本店要員に対する

情報提供が実施できることを確認した。 

 

（２）緊急時対策所でのブリーフィング 

緊急時対策所でのブリーフィングについて、発電所対策本部にて決定した重要事項を、各副班

長は現場作業者へ周知、伝達していたことを現場作業者のメモから確認した。 

しかし、一部の機能班では、伝達不足があったことから、伝達方法について改善策を検討して

いく。 

〔１０．（４）緊急時対策所内の紙面配布物の配布先等 参照〕 

 
（３）ＥＡＬ第１報のＦＡＸ記載および東京支社による着信確認の説明の充実 

ＥＡＬ第１報のＦＡＸの記載充実については、ＦＡＸ様式の「その他特定事象の把握に参考と

なる情報」欄に記載する内容を充実させるため、予め記載すべき事項（①運転状況、②プラント
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状態、③ＥＡＬ発生根拠、④該当ＥＡＬと判断時間）として整理した内容が記載されていること

を確認した。 

なお、ＦＡＸ様式中の原子炉の運転状態を選択する項目については、本来の選択方法と違う記

載が見受けられたため、再度教育による周知が必要である。 

〔１０．（９）正確な連絡通報文の記載 参照〕 

本店においては、東京支社の着信確認の説明およびＥＲＣプラント班の対応要員の説明により、

ＥＲＣプラント班へＥＡＬ第１報をプラント概況も合わせて情報提供でき、ＥＲＣプラント班へ

のＥＡＬ第１報の説明・連絡対応は適切であった。 

 
（４）本店対策本部における情報共有の一層の向上 

適時的確な情報共有とするため、プラント状況（現況・戦略・見通し）や「全体系統図」、「電

源系統図」、「ＤＢ／ＳＡ機器状況整理表」等の様式を整備するとともに大型マルチモニタ、プロ

ジェクタ、ホワイトボード、チャットの活用方策を整理して訓練を行なった結果、これらの様式

等を有効に活用することで前回訓練と比較して情報共有の質の向上に寄与できた。 

 

１０．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

   今回の総合訓練において抽出した主な要改善事項は以下の通り。 
（１）情報共有の質の向上【泊発電所】 

具体的な事故対応計画・戦略の本店対策本部等への伝達の質をより向上させるため、今回の総

合訓練で実施した発電所対策本部でのホワイトボードへの戦略記載に加えて、フォーマットの設

定等も含めて検討する。 

 
（２）緊急時対策所－本店の情報共有内容をモニターするアクション【泊発電所】 

緊急時対策所が伝えた情報について、本店対策本部は必ず復唱し、緊急時対策所は本店対策本

部が正しく認識しているか復唱の内容を確認することとし、この対応を社内マニュアル等へ反映

し、周知・教育する。 

 
（３）ユニット間共用設備の図面情報活用【泊発電所】 

ユニット間共用設備については、複数ユニットに影響を与える重要な機器であるため、発電所

対策本部内で図面等を用いて情報共有するよう周知・教育する。 

 
（４）緊急時対策所内の紙面配布物の配布先等【泊発電所】 

緊急時対策所内のホワイトボードのコピーを、本部席だけでなく、副班長席にも配布するか検

討する。また、緊急時対策所内で共有が必要な書類に対して、確実に通報様式等を提供するよう、

社内マニュアル等への反映、および周知・教育を行う。 

 
（５）ブリーフィングのタイミング向上【泊発電所】 

緊急時対策所と即応センター間のコミュニケーションにおいては、既にＥＡＬ発信など、定め

られたポイントで情報共有するための連絡者をそれぞれ１名ずつ配置しており、連絡者間での情

報共有により、十分な情報伝達は行われているが、ブリーフィングのタイミング向上を図るため、

訓練を重ねながら更なるコミュニケーション向上へ向けて検討する。 

 
（６）機器の故障等の事態の内容説明の充実【泊発電所】 

機器故障に対する調査指示後、本部内における調査完了目安や完了時刻の報告を実施できてい

た班や報告内容が不足していた班があったため、調査指示後はその完了予定についても意識して

確認・報告するよう社内マニュアル等への反映を実施し、教育・訓練にて意識付けを行う。 

 
（７）対策本部長－副本部長間の情報共有【泊発電所】 

発電所対策本部長と発電所対策本部副本部長はそれぞれ職務を分担しており、今回の訓練にお

いても、必要な情報は適宜発電所対策本部長へ報告を行っていた。しかしながら、対策本部長お

よび副本部長がより緊密に情報共有することは重要であるため、更なる情報共有が図られるよう、

発電所対策本部長および発電所対策本部副本部長の職務分担について、他社の状況等を確認し、
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検討する。 

 

（８）確実な水槽付消防ポンプ自動車への給水【泊発電所】 

初期消火訓練において水槽付消防ポンプ自動車から放水車への給水が遅れたが、その原因は水

槽付消防ポンプ自動車側面にある吸水口バルブが微開でエアを吸い込んだため吸水が十分に確

保できなかったものと推定しており、対策として水槽付消防ポンプ自動車の操作時に当該バルブ

の閉確認を手順等に反映し、関係者への教育を行う。 

 
（９）正確な連絡通報文の記載【泊発電所】 

ＦＡＸ様式中の原子炉の運転状態を選択する項目について、事象発生後の状態に対する選択項

目を、プラント停止状態が継続しているため「状態継続」を選択するべきところを、「停止」を

選択する記載が確認されたため、関係者への教育を実施する。 

 

（１０）ＥＡＬ発信状況の把握の更なる改善【本店】 

ＥＡＬの発信状況についてはホワイトボードへの記載がなされていたが、１～３号機が混在し

た時系列整理としていたため、複数号機発災時の視認性向上として号機ごとのＥＡＬ発信状況も

容易に把握できるよう検討する。 

 

（１１）自治体など外部支援要請事項の対応状況把握の改善【本店】 

自治体など外部からの支援要請事項への対応状況を画面情報等により把握できる情報共有方

法を検討する。 

 

（１２）ＥＲＣプラント班との情報通信機器利用の更なる習熟【本店】 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議が不通となった際に代替通信手段の確保に時間を要す

る状況が確認されたため、ＥＲＣプラント班と情報共有する通信機器の利用を確実かつ迅速に対

応できるよう、以下の対応を行う。 

①緊急時の代替通信手段の事前確認（ＥＲＣプラント班とのＴＶ会議接続後に代替通信手段を

確認することを社内マニュアル等へ反映） 

②通信機器配置の再検討（代替通信手段として優先使用順を考慮した通信機器の配置） 

③通信機器操作手順書の配備 

④通信機器操作訓練への参加 
 

 

 

 

以 上 


